
経 済 産 業 省 
 

２０２０１２２１貿局第１号 

輸出注意事項２０２０第４３号 

輸入注意事項２０２０第２２号 

経済産業省貿易経済協力局 

 
 
輸出貿易管理規則（昭和二十四年通商産業省令第六十四号）第二条の二、輸入貿易管

理規則（昭和二十四年通商産業省令第七十七号）第二条の四及び貿易関係貿易外取引等

に関する省令（平成十年通商産業省令第八号）第七条の規定に基づき、「新型コロナウイ

ルス感染症の影響に伴う申請手続等に係る特例措置について」（令和２年４月３０日付

け輸出注意事項２０２０第１３号・輸入注意事項２０２０第６号）の一部を改正する規

程を次のとおり制定する。 
 

令和２年１２月２８日 

 
 

経済産業省貿易経済協力局長 飯田 陽一 

 
 
 

「新型コロナウイルス感染症の影響に伴う申請手続等に係る特例措置につ

いて」の一部改正について 
 
 
「新型コロナウイルス感染症の影響に伴う申請手続等に係る特例措置について」（令

和２年４月３０日付け輸出注意事項２０２０第１３号・輸入注意事項２０２０第６号）

の一部を別紙の新旧対照表のとおり改正し、公布の日から施行する。 
 
 



（別 紙） 
「新型コロナウイルス感染症の影響に伴う申請手続等に係る特例措置について」の一部を改正する規程新旧対照表（傍線部分は改正部分） 
○新型コロナウイルス感染症の影響に伴う申請手続等に係る特例措置について（令和２年４月３０日付け輸出注意事項２０２０第１３号・輸入注意事項２０２０第６号） 

改 正 後 現   行 

（略） 新型コロナウイルス感染症の影響に鑑み、外国為替及び外国貿易法に基づく申請手

続等に係る特例措置を下記のとおり定め、令和２年４月３０日から施行する。 

なお、「新型コロナウイルスの流行に伴う貿易管理上の措置について（令和２年２月

１４日付け輸出注意事項２０２０第３号・輸入注意事項２０２０第１号・関税割当注

意事項第３号）」は、令和２年６月２１日限りで廃止する。 

 記 

１ 削る １ 押印の取扱い 

申請手続等に係る書面への押印（代表者印等）が難しい場合には、次に掲げる書

類の提出等により、申請手続等における押印を要しないものとする。 

なお、通常の申請手続等に必要な提出書類については、当該手続を定めるそれぞ

れの通達を参照のこと。 

 （１）輸出許可証、輸出承認証、輸入割当証明書、輸入承認証、役務取引許可証、特

定記録媒体等輸出許可証又は仲介貿易取引許可証に係る有効期間の延長・内容変

更申請 

①有効期間の延長申請又は内容変更申請に必要な提出書類 

②理由書（様式自由）（注１） 

 （２）電子申請（ＮＡＣＣＳ外為法関連業務）に係る申請者届出 

（イ）登録の届出書（被委任者の追加に限る。） 

   ①追加の届出に必要な提出書類（注２） 

   ②理由書（様式自由）(注１) 

（ロ）変更の届出書 

   ①変更の届出に必要な提出書類（注２）（注３） 

   ②理由書（様式自由）(注１) 

（ハ）廃止の届出書 

   ①廃止の届出に必要な提出書類 

   ②理由書（様式自由）(注１) 

 （３）輸出管理内部規程に係る届出 

（イ）輸出管理内部規程及び輸出者等概要・自己管理チェックリストの届出 

①届出等に必要な提出書類（注２） 

②理由書（様式自由）(注１) 

（ロ）輸出管理内部規程の内容変更届及び受理票の記載事項に係る変更届 



改 正 後 現   行 

①届出等に必要な提出書類 

②理由書（様式自由）(注１) 

 （注１）「理由書（様式自由）」には、次の内容を記載のこと。 

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響により押印が困難である理由 

②申請内容（本理由書を含む）につき、社内における決裁権限を有する者により

了承されていること。（決裁権限を有する者及び本申請に係る担当者の氏名、部

署、連絡先電話番号を付記すること。） 

（注２）委任状（上記（２）の（イ）（ロ））、輸出管理内部規程及び輸出者等概要・自

己管理チェックリストの届出（上記（３）の（イ））は、後日、押印なしで提出し

た当該書面に原本証明（「弊社が提出した書面に相違ありません（証明年月日及び

代表者の押印）」等）をした書類を速やかに提出のこと。 

（注３）登記簿謄本（原本）又は住民票(原本)の提出が困難な場合には、当該届出の

事実を確認できるその他の書面による提出を認めますので、後日、当該書類（原

本）を速やかに提出のこと。 

１ 輸入承認証の有効期間の延長申請について 

（略） 

２ 輸入承認証の有効期間の延長申請について 

輸入承認証の有効期間の延長申請において、「延長を必要とすることを立証する書

類」の入手が困難な場合には、「延長が必要となった具体的な事情・経緯及び延長を

必要とすることを立証する書類の提出が困難であることの理由を記載した理由書」

の提出により、当該書類に替えることができるものとする。 

２ 適用期間 

当面の間、上記１の特例措置を適用するものとし、今後の状況に応じて、当該措

置の変更又は廃止を行う。 

３ 適用期間 

当面の間、上記１及び２の特例措置を適用するものとし、今後の状況に応じて、

当該措置の変更又は廃止を行う。 

  

 


